
個人情報の利用目的及び利用項目

　利用目的 利用項目　
氏名、住所、性別、生年月
日、電話番号、その他本人
を特定するための情報

メールアド
レス

その他連
絡先 家族構成 職業 勤務先

勤務先に
て従事す
る業務

収入支出
状況

資産負債
状況 返済状況 預貯金口

座
当社との
交渉記録 映像情報 審査関連

情報

その他皆さまが当社に
直接提供することを選
択したあらゆる情報

1 債権管理回収業　(法第2条第2項) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 事件性(紛争性)のない特定金銭債権の管理又は回収業務
　(法第12条、但書及び第2号を除く)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 特定金銭債権の担保不動産の売買、交換もしくは貸借又はその代理
もしくは媒介を行う業務(法第12条第2号、令第4条)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

4 貸金業務(事業再生ビジネス、資産流動化関連含む) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 不動産業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
6 債権管理回収や債権資産取引に関するコンサルティング業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○
7 特定金銭債権以外の金銭債権買取業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○
8 特定金銭債権以外の金銭債権集金等代行業務(正常債権含む) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○
9 古物売買および仲介業務 ○ ○ ○ × × × × × × × × × × × ○
10 保証業務(資産流動化、不動産担保関連含む) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
11 一般事務手続の代行業務(資産流動化関連含む) ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×
12 投資業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○
13 事業再生コンサルティング業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 顧客紹介業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × × × ×
15 債権売買業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○
16 アセットマネジメント・会社事務代行業務（資産流動化関連業務） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ×
17 資産流動化・証券化関連業務（特定社債関連業務） ○ × × × × × × × × × × × × × ×
18 経営革新等支援業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × × × ○ × ○ ○

※本書において使用する用語の定義は、次のとおりとします。
「法」とは、債権管理回収業に関する特別措置法(平成10年法律第126号)をいう。
「本業」とは、当社の業務のうち、法第12条(但書を除く)に規定する業務をいう。
「兼業」とは、当社の業務のうち、法第12条但書に規定する法務大臣の承認を受けた業務のことをいう。
「債権管理回収業」とは、法第2条第2項に規定する営業をいう。
「特定金銭債権」とは、法第2条第1項に規定する意味を有する。
「令」とは、債権管理回収業に関する特別措置法施行令(平成11年政令第14号)をいう。
「開示請求等」とは、「6.個人情報の開示請求などの手続きについて」記載の開示請求等をいう。

(2) 債権譲渡または債権譲渡に関連して行われるデューデリジェンス（資産の適正評価手
続）や譲受人の選定等の準備行為において、譲受人又は譲受を検討する者に対し、当該
債権の管理に必要な範囲の個人情報を提供するため。

(3) 上記(1)(2)に掲げる業務の全部または一部を第三者に委託し、または同業務のため
請負業者を使用した場合に個人情報を共有するため。

(4) 開示対象個人情報に関して、開示請求等があった場合に、ご本人または代理人である
ことの確認手続を適正に行うため。
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